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　全連退は「わが国教育の再建」を掲げて立ち上がり、10年を迎えようとしている。

◆設立より10年目の情勢◆
　10年目を迎えようとしている全連退は、初代会長から２代目会長に引き継がれ、教育の正
常化への課題を中心に教育混乱の要因を探り、研究調査の結果からいくつかの提言をまとめ、
関係機関への請願、陳情を行うなど一歩一歩前進してきた。教育界への人材確保に力を注ぎ、
教員養成機関の充実の必要性を説いてきた。
　一方、組織の拡大充実への努力を続け、昭和51年には２県を除き49都道府県の加入を見る
ことができ、今後は残る２県の加入と会員数の拡大が課題となった。さらに、恩給・共済年
金問題に取り組み、これもまた一段階ずつの成果を上げてきた。
　こうした本会の草創期の着実な歩みの中で、明治５年に制定された「学制」が百年目を迎
えようとしていた。社会情勢として教育課題を見ると、新たな展開もあり現下の各種機関の
報道では「学校週休２日制の問題」「学歴偏重の打破」「知育偏重の是正」「詰め込み主義の
解消」「徳育・体育の振興」等々が取り沙汰され、今後の取り組みが期待されるところであ
った。
　また、会員及び現職教員に関わる課題としては、「教員の処遇の向上」「給与体系の改善」
「海外派遣人員の増大」「65歳定年制問題」「老人医療福祉」あるいは「教育関係者の叙勲に
関わる問題」等々が議論されていた。
　この頃、教育重視を公約とする田中角栄内閣が誕生し、いわゆる「人材確保法」が成立し
た。この教育尊重の政権のもと、多年にわたり教育界のリーダーとして献身的な努力をささ
げてきた会員たちは、全国の各地域にあって教育の正常化を念じて活動を進めていた。

◆教育課題への提言◆
　全連退は研究調査部を中心に、当面する教育課題について全国会員の声をまとめるなどし
て着々と提言を行っている。
　例えば昭和46年６月中央教育審議会は、第３次教育改革に取り組み「教育改革のための基
本的な施策について」答申をまとめた。その内容には「新しい学校体系」「幼稚園教育の普
及と充実」「教員の資質の向上と処遇の改善」等がある。
　全連退では「学制」の問題についても調査研究と各方面の意見の集約を基にして、提言を
行った。昭和48年には「学制改革」について、昭和49年には「学校の週休２日制」について
研究し、その結果を「第３次教育改革を探る」「学制改革についての意見」として報告書を
作成し、会員に配布するとともに、関係諸機関に提言するなどの活動をしている。
　当時、人事院勧告を受けた文部大臣は、昭和50年を目途に週休２日制を具体化するための
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検討を提示した。これにより「学校週５日制」の実施が見え、「会報」には全国の会員から
の“週休２日”に対する意見が多数寄せられ、また学校５日制への議論も見られるようにな
っている。
　設立の宣言に「日本の教育の正しい世論をつくる」ことを挙げているが、本会設立の初心
の達成に向けて昭和49年度には、これまでの特別委員会での活動から新たに専門の研究機関
として「教育問題調査委員会」を設置して取り組みの強化を図った。

◆海外教育視察事業◆
　本会事業として昭和47年度より会員のヨーロッ
パ教育視察が計画され、団員の募集が行われてい
る。昭和51年度第５回の募集要項では、７月中旬
より18日間でイギリス、イタリア、スイス等ヨー
ロッパ７カ国を巡り、ペスタロッチハイムを訪ね
たり、教育関係者との懇談会を開いたりするツア
ーが計画されている。これだけでなく「会報」に
は数年間にわたり、会員募集要項が掲載され、旅
の報告なども見られるが、それによると100名近い参加者があったことが窺える。
　フランスの教育に学ぶ報告では、パリでのフランスの現職教諭との教育懇談の中から「フ
ランスには入試地獄・受験戦争はない」として、義務教育の５年間に観察期間で適性を見極
めて、大学に直結するコース、義務教育で終えるコースなどそれぞれのコースに振り分けて
教育をすることを報告している。
　親睦も兼ねた海外教育視察は好評で、「会報」への折込の業者報告の形で、例えば昭和58
年１月号には、10数コースの案内がみられる。

◆活発な各都道府県の活動◆
　全連退「会報」には、毎号全国の地域の活動の報告や会員の声が掲載されているが、年を
追うごとに活発な活動や充実した内容が見られる。ある地区では会員が広い地域に分散して
いるために連絡協議会を結成し、定期的に会合を持ち連携を密にしていることが報告されて
いる。また、活動報告の中に具体的な「恩給年金問題」「教育の正常化問題」等、時の課題
について意見交換を行い、地域としての集約意見が報告されている。
　特色ある地域活動として昭和50年度第38号には、「皇居勤労奉仕の記」として、九州地方
より退職校長52名の奉仕団を組織して上京、皇居内の木の枝落とし、枯れ葉集めや薪割りな
どの軽作業を４日間行ったという報告もある。
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◆設立10周年記念◆
　昭和51年６月第11回総会後、設立10周年を迎え記念事業として祝賀式、記念講演及び祝賀
会が行われている。それに先立ち５月には、全連退創立「10周年記念誌」が刊行され10年の
歩みを総括した。
　設立以来取り組んできた課題は、「教育の正常化」を中心に「組織の拡大及び活動の充実」、
「恩給・年金改善」等の諸問題が主な柱であった。このうち教育の正常化については、毎年
のように調査研究に基づく各種の提案を行い、各方面に大きな反響を呼び、着実に成果を上
げてきている。次々と発生する新たな課題に対しても、今後一層力を入れて行くところであ
る。また、教育懇談会の開催に当たっては、全連退が常にリーダーシップをとり、20を超え
る関係諸団体及び行政・政党関係者を招集して、課題の解明、対策の検討を毎年数回にわた

り積み重ねてきた。その結果を提言としてま
とめ、各方面へ配布している。
　恩給・年金問題については、会員の声を取
り上げての専門委員会の精力的な活動と、関
係機関との連携により行政を動かし、多大な
成果を挙げている。さらに制度の充実への努
力をすることが求められるとともに、新たな
課題として、会員の「老後の問題」や「福祉
に関する問題」なども明らかにされ、取り組
みが急がれているところであった。

◆第３代鈴木虎秋会長就任◆
　昭和54年第２代山口友吉会長から高齢による会長退任の意向が表明され、５期10年にわた
る重責を終えられることとなった。
　第15回の総会において、第３代鈴木虎秋会長が承認され、誕生した。
　新会長は全連退の組織結成以来14年間、常任理事として本会の事業の発展のため尽力され
てきた。

◆教育問題懇談会の推進
　昭和50年代に入ると、教育の正常化を目指す取り組みの一つとして教育懇談会を、毎年数
回にわたり開催している。学校教育の現状を憂える教育関係者、教育団体に積極的に呼びか
け、当面する課題について懇談、協議を進めている。
　これには、現職の全国組織の幼、小、中、高、養護の校園長会、日本連合教育会、日本教
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